
 

 

 

 

審 第 １ ３ ３ ６ 号  

答 申 第 ５ ３ ０ 号  

令和元年９月２６日  

 

千葉県議会議長 阿井 伸也 様 

 

                                             千葉県情報公開審査会 

                                             委員長 荘 司 久 雄 

 

 

審査請求に対する裁決について（答申） 

 

平成３０年５月１５日付け千議総第１２８号－１による下記の諮問について、別紙のとお 
り答申します。 

記 
諮問第９１７号 

平成３０年４月９日付けで審査請求人から提起された、平成３０年２月１９日付け 
千議総第５９７号で行った公文書部分開示決定に係る審査請求に対する裁決について 
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諮問第９１７号 

 

答   申   

 

第１ 審査会の結論 

  千葉県議会議長（以下「議長」という。）は、平成３０年２月１９日付け千議総第 

５９７号で行った公文書部分開示決定（以下「本件決定」という。）を取り消し、改め

て開示決定等をすべきである。 

 

第２ 審査請求に至る経緯 

１ 公文書開示請求 

審査請求人は、平成３０年１月２６日付けで千葉県議会情報公開条例（平成１３年

千葉県条例第４９号。以下「条例」という。）第５条の規定により、議長に対し、公文

書開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。 

２ 請求内容 

本件請求の内容は、以下のとおりである。 

「議会事務局総務課が管理している、 

・政務活動費収支報告書 

・政務活動費収支報告書に添付された領収書その他の証拠書類の写し 

〔平成２７年度分及び平成２８年度分〕 

※なお、上記の公文書について、『紙媒体による写しの交付』を請求した場合、物

理的ボリュームや交付に係る費用負担が大きくなりますので、スキャナー等の

手法を用い、電磁気的手法にて写されたものを請求します。」 

３ 特定した対象文書 

  議長は、本件請求に係る公文書として、政務活動費収支報告書及び政務活動費収支 

報告書に添付された領収書その他の証拠書類の写し（平成２７・２８年度分）（以下 

「本件対象文書」という。）を特定した。 

４ 議長による決定                       

議長は、本件請求に対し、本件決定を行った。 
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５ 審査請求 

審査請求人は、本件決定を不服として、平成３０年４月９日付けで審査請求を行っ

た。 

 

第３ 審査請求人の主張要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

平成３０年１月２６日付け公文書開示請求書に記したとおり、物理的ボリュームや 

交付に係る費用負担が大きくなるので、スキャナー等の電磁気的手法による写しの交 

付を請求します。 

 ２ 審査請求の理由 

   上記１のとおり、電磁気的手法による写しの交付を求めたが、議会事務局総務課（以 

下「担当課」という。）の回答は、紙媒体のものは、紙媒体で交付する取扱いとしてお

り、電子媒体での対応はできませんとのことであった。 

   しかし、下記のとおり、審査請求人は、当該公文書開示は電磁気的手法による写し

の交付がなされるべきと思料するため審査請求する。 

 （１）「政務活動費収支報告書及び政務活動費収支報告書に添付された領収書その他証拠 

   書類の写し」は、１年度分で約Ａ４用紙２万枚とのこと。 

    よって、紙媒体で交付する取扱いとした場合、開示請求した（平成２７年・２８ 

年度分）では、計約４万枚、重量にして約１６０ｋｇ（Ａ４用紙１枚を４グラムと 

して算定）ものボリュームになってしまい、公文書開示の在り方として現実的でな 

い。 

 （２）担当課等が使用している複合機による複写作業は、紙複写であれスキャナーであ 

れ、ＡＤＦにより一度に数十枚の複写が可能であるとのこと。 

    よって、紙による複写作業と、スキャナーによる複写作業を比較しても同様であ 

ると推測され、「電磁気的手法による写しの交付」を実施したところで、担当課等の 

業務量（スキャナーにより複写を得る場合、複合機からパソコンにＰＤＦファイル 

等を転送する作業は新たに発生するが、ＰＣでのクリック作業のみで可能である。 

１００ｋｇ以上の用紙の補給・運搬・決裁などにかかる作業と比較すれば、むしろ 

作業量は減少すると思われる。）の観点から考えても支障がないはずである。 
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    あくまで参考であるが、千葉県野田市は「政務活動費収支報告書及び政務活動費 

収支報告書に添付された領収書その他の証拠書類の写し」を電磁気的手法により複 

製し、ホームページで公開している。 

    また、東京都でも同様に、電磁気的手法による複写のホームページでの公開を予 

   定している。 

    他自治体の状況から考えても「政務活動費収支報告書及び政務活動費収支報告書 

に添付された領収書その他の証拠書類の写し」を、電磁気的手法により複写する作 

業が、担当課の業務に支障を来すことはないはずである。 

 （３）担当課の説明によれば、議長に対する審査請求について記載した文書としては、 

条例に基づく「公文書の開示等に関する事務取扱要綱」（平成１４年２月２８日制定。 

以下「公文書要綱」という。）がございます。これは、「知事が保有する行政文書の 

開示等に関する事務取扱要綱」（平成１３年３月７日制定。以下「行政文書要綱」と 

いう。）に準じて作成しております。 

とのことでしたので、行政文書要綱を参照したところ、 

第４ 行政文書の開示の実施 

１ 文書又は図画の開示の方法 

（２） 写しの交付の方法 

ア 文書又は図画については、複写機により、当該文書又は図画の写しを作成し、

これを交付することにより行う。 

イ 開示請求に係る行政文書が多色刷りの場合にあっては、開示請求者の希望を

確認し、その申出があったときは、多色刷りに対応した複写機により当該行政

文書の写しを作成して、これを交付する。 

ウ 写しの作成は、対象となる行政文書の原寸により行う。ただし、複写作業に

著しい支障を来たさないと認められる場合であって、開示請求者から申出があ

ったときは、拡大・縮小することにより写しを作成することができる。 

エ 写しを作成する際の片面・両面の取扱いは、原則として、原本と同様になる

ように行う。 

オ 用紙の大きさはＡ３判以内とする。Ａ３判を超える大きさの行政文書につい

ては、原則としてＡ３判以内の大きさに分割して複写したものを交付する。 

   となっているようです。 
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    確かに、上記エ及びオには、紙による写しの交付に関する規定が記されており、 

通常、写しの交付方法は紙媒体であることが想定されているであろうことは理解で 

きます。 

    しかし、上記アには「複写機により、当該文書又は図画の写しを作成し、これを 

交付することにより行う。」とのみ記されており、複写機による写しの作成方法が 

「紙」とは限定されておらず、「電磁気的手法による写しの作成」であってもよいは 

ずです。 

    よって、通常紙媒体による写しの交付が想定されているのであろうとは思います 

が、複写機による写しの作成方法に関しては「紙媒体に限る」などの条件は定めら 

れておらず、開示請求者から申出等があったときは「電磁気的手法で写しを作成」 

するべきだと考えます。 

 （４）条例では、行政文書の写し等の交付を受ける場合の手数料として、ＣＤ－Ｒ１枚

当たり４０円、ＤＶＤ－Ｒ１枚当たり５０円と定めており、電子記録媒体により、 

写し等を交付する場合に関しても、条例で明文化されている。 

 また、上記（３）にも記したように、複写機による写しの作成方法に関しては「紙 

媒体に限る」などの条件は定められていない。 

 このように規定されているにもかかわらず、担当課などが、紙媒体のものは、紙 

媒体で交付する取扱いとしており、電子媒体での対応はできない、と判断すること 

が適当だとは思えない。 

 あくまで参考程度であるが、他の都道府県の事例では、少なくとも東京都は、公 

文書公開に際し文書等をスキャナで読み取ってできた電磁的記録をＣＤ等に複写し 

て交付できる、と定めている。 

 （５）条例の前文や総則には、「県民の議会への理解と県政参加の促進が不可欠であ 

り、議会に関する情報を、広く県民に公開していくことが、何よりも重要」、「県 

民がひとしく享有する『知る権利』を尊重し、その保有する情報を県民のだれも 

が適切に知ることができるよう」、「県民の議会への理解と県政参加を促進し、開 

かれた議会の実現に寄与する」などの記載がある。 

 しかし、上記（２）でも記したとおり、他の自治体ではホームページで無料公開

しているような利便性の高い情報を担当課では交付しないとした。 
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 「（利便性は高くないが）紙媒体では交付する。」と議長は決定したが、上記（１）

で記したように、わずか１年度分の該当公文書で、おおむね、２万枚・８０ｋｇの

ボリュームになり、写しの交付に係る公文書公開請求者の費用負担も２０万円に上

る。当然、複数年度分であれば、数倍の物量及びコストが必要。 

 閲覧のみであれば、公文書公開請求者の費用負担はないが、多量の公文書を見る

ためのスペースや時間なども、大きく制限される。そもそも、平日に勤務している

者や、健康上の理由で県庁を訪問できない者は、閲覧という選択肢は困難である。 

以上のことから考えても、この度の開示決定は、条例総則の趣旨を十分理解せず、

議会に関する情報を広く県民に公開せず、県民の知る権利を軽んじた判断であると、

審査請求人である当方は思料します。 

 （６）条例では、 

    （開示の実施） 

第１８条  

公文書の開示は、文書又は図画については閲覧又は写しの交付により、 

      電磁的記録についてはその種別、情報化の進展状況等を勘案して議長が定める 

方法により行う。 

   ともされております。 

    「紙媒体のものは、紙媒体で交付する。」との判断は、ＩＴ技術の普及状況

等を勘案していない、旧来の慣例にとらわれた前時代的な判断であると考えま

す。 

 ３ 反論書の要旨 

 （１）弁明の内容について 

    弁明書には、下記第４の３のとおり、複写機による文書の写しの作成が用紙を用

いることによるのは明らかである、と記されているが、これには異議があります。 

    公文書の開示等に関する事務処理については、基本的には、担当課職員等が公文

書要綱の規定に従い対処することに関しては、審査請求人も理解し、尊重している

ところです（実際、４月９日付け審査請求書に記した内容においても、審査請求人

自身が公文書要綱について言及しております。）。 

    しかし、そもそも公文書要綱は、議会内部の事務取扱について定めたものであり、

法的権限等を有しない内規にすぎないものであるはずです。何ら法的権限を持たな
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い公文書要綱をもってして、条例の文言に限定を加えることが「明らかである」と

は、公文書要綱の適用範囲及び拡大解釈がすぎるのではないかと思料します（条例

では「写し」とのみ記されており、「写しは紙媒体に限る」などとは規定されていな

い。ゆえに１月２６日付け公文書開示請求書には「写し等の交付は、電磁気的手法

にて写されたものを請求」と記したところです。）。 

    条例の制定された目的や、条例前文及び総則を総合的に勘案すれば、内部規則に

すぎない公文書要綱をもって、条例に記されている内容の適用範囲に限定を加える

べきではないと思料します。 

 （２）その他審査請求人の主張について 

    弁明書には、下記第４の４（１）のとおり、「対象となる文書をスキャナーで読み

取ることによって新たに電磁的記録を作成し」とあるが、これは言葉のミスリード

であると思料します。 

    あくまで、審査請求人は「写し等の交付は、電磁気的手法にて写されたものを請

求」と述べているのであり、「新たに○○を作製せよ。」と請求しているわけではあ

りません（もちろん「現実に発生する事務作業は同一のことを指し示している。」と

いうことは理解しておりますが。）。 

    「スキャナー等を用い写しを交付」することを「新たに電磁気的記録を作製し～」

と称するのであれば、「公文書部分開示決定の際に、一部を黒塗りした写しを交付」

することを「一部黒塗りした紙媒体の行政文書を新たに作製し～」と捉えているの

でしょうか。そのようなことはないはずです。 

    紙媒体で複製する行為について「紙媒体で写しを作製」すると捉えているのであ

れば、スキャナー等を用い複製する行為についても「電子媒体にて写しを作製」す

ると捉えるのが当然であるように思料します。 

    電子媒体にて写しを作製する場合に限って、「新たに電磁気的記録を作製し～略

～複写して交付する～」と捉えるのは、二重規範ではないでしょうか。 

下記第４の４（２）のとおり、「現在、～略～電磁的記録を保有していない。」に

関しても同様の見解を審査請求人は有しており、「現在、電磁的記録を保有していな

い。」を不開示理由にするのではなく「電子媒体にて写しを作製」すれば良いだけ、

であると思料します。 
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第４ 議長の弁明要旨 

 １ 本件対象文書の内容について 

   本件対象文書は、各会派及び各議員から議長に提出された、平成２７年度及び平成 

２８年度交付分に係る、政務活動費収支報告書及び当該収支報告書に添付された政務 

活動費による支出に係る領収書その他の証拠書類の写し（政務活動費出納簿の写し及 

び現地調査又は先進地視察実施報告書の写しを含む。以下「収支報告書等」という。） 

であり、千葉県政務活動費の交付等に関する条例（平成１３年千葉県条例第１号。以 

下「政務活動費条例」という。）第１２条第３項の規定により、条例第８条に規定する 

不開示情報を除いて閲覧に供しているものである。 

 ２ 部分開示の理由について 

 （１）不開示部分及び条例第８条各号該当性について 

    本件決定においては、次のとおり本件対象文書中に含まれる条例第８条各号に該

当する部分を不開示とした。 

   ア 領収書の発行者個人の住所、氏名、印影等のほか、業者発行の領収書等に記載

された担当者の氏名、印影等や、視察調査先の対応者（役員及び役員担当と思わ

れる職の者を含む。）の氏名等については、特定の個人を識別することができるも

のである。 

   イ 議員個人に関する、公表していない住所、電話番号等のほか、口座番号、取引

残高その他の口座情報、お客様番号、カード会員番号、政務活動費による支出と

は関係のないクレジットカードの利用明細部分や交通系ＩＣカードの利用明細部

分等については、公にすることにより、個人の権利利益を害するおそれがあるも

のである。 

   ウ 領収書等の発行業者である法人等の代表者の印影等については、当該法人等の

権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるものである。 

 （２）電磁的記録での交付について 

    議長は、本件対象文書を紙でしか保有していないが、開示の実施の方法によって 

   開示・不開示の判断が異なることはないから、本件決定を行った。 

 なお、担当課では、本件決定前の平成３０年２月１４日付け電子メールにて、「電 

子データを保有していないので紙媒体での交付となること、紙媒体での写しの交付 

は不要ということであればその旨連絡いただきたいこと」等を開示請求者（審査請 
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求人）に対してあらかじめ通知したところであり、開示の実施日である平成３０年 

２月２３日において写しの交付は行わなかった。 

 ３ 弁明の内容について 

   審査請求人は、「当該公文書開示は電磁気的手法による写しの交付がなされるべき。」

と主張する。 

   しかしながら、条例でいう「開示」とは、公文書の内容をあるがままに示し、見せ

ることであり、その方法は、条例第１８条の規定により「公文書の開示は、文書又は

図画については閲覧又は写しの交付により」行うとされている。 

   上記第４の２（２）で述べたとおり、議長は、本件対象文書を紙でしか保有してい

ないのであり、また、下記第４の４（３）で述べるとおり、複写機による文書の「写

し」の作成が用紙を用いることによるのは明らかであるから、審査請求人の主張には

理由がない。 

 ４ その他審査請求人の主張について 

 （１）第３の２（１）及び同（２）について 

    収支報告書等は、Ａ４用紙にして年間で２万枚を超える量であるため、平成２７

年度及び平成２８年度の２か年では４万枚を超える量となる。 

    審査請求人は、これら全ての本件対象文書をスキャナーによって複写したとして

も、「業務量の観点から考えても支障がないはず」と主張するが、上記第４の３で述

べたとおり、開示の実施方法については、条例第１８条で「公文書の開示は、文書

又は図画については閲覧又は写しの交付により」行うとされているのであり、開示

請求を受けたからといって、対象となる文書をスキャナーで読み取ることによって

新たに電磁的記録を作成し、これをＣＤ－Ｒ等の電磁的記録媒体に複写して交付す

ることまで条例で求められてはいない。 

 （２）第３の２（２）について 

    審査請求人は、千葉県野田市議会が、政務活動費収支報告書及び政務活動費収支

報告書に添付された領収書その他の証拠書類の写しを電磁気的手法により複製し、

ホームページで公開していること、東京都議会でも同様に、電磁気的手法による複

写のホームページでの公開を予定していることを述べるが、千葉県議会では現在、

収支報告書等についてホームページでは公開していないことから、それらに係る電

磁的記録を保有していない。 
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 （３）第３の２（３）について 

    審査請求人は、行政文書要綱第４の１（２）アを引用し、複写機による写しの作

成方法が紙とは限定されておらず、電磁気的手法による写しの作成であっても良い

はず、と述べる。 

    しかし、同ウ、エ及びオからしても、複写機による写しの作成が用紙を用いるこ

とによるのは明らかであって、同アの記述のみを取り上げて複写機による写しの作

成方法が紙とは限定されていないと解することはできない。 

    なお、条例に基づき公文書の開示等に関する事務の取扱いについて必要な事項を

定めた公文書要綱においても行政文書要綱と同様の内容を定めているところである。 

 （４）第３の２（４）について 

    上記第４の４（１）及び同（３）で述べたとおりである。 

 （５）第３の２（５）及び（６）について 

    千葉県議会は、条例第３条の規定により「県民の公文書の開示を請求する権利を

十分尊重」し、不開示情報を除いた部分については開示してきたのであり、これは

審査請求人からの公文書開示請求を受けての対応においても変わらない。 

    なお、条例による開示請求の手続きによらなくても、本件対象文書も含め、議長

に提出された収支報告書等については、政務活動費条例及び千葉県政務活動費の交

付等に関する規程（平成１３年千葉県議会告示第２号）に基づき、条例第８条に規

定する不開示情報を除いて、勤務を要する日の午前９時から午後５時までの間いつ

でも県民等の閲覧に供しており、また、写しの交付を求められた場合は、公文書要

綱に基づき、その作成に要する費用を徴収した上で交付している。 

    以上のとおり、千葉県議会では、日頃から情報公開の推進に努めている。 

 

第５ 審査会の判断 

当審査会は、審査請求人の主張及び議長の弁明並びに本件対象文書を基に調査審議 

した結果、次のとおり判断する。 

１ 本件決定について 

条例第１２条第３項では、開示請求に係る行政文書の全部又は一部を開示しないと 

きは、その理由を書面に記載しなければならない旨規定しており、決定通知書に理由 

の記載を義務付けているのは、不開示理由の有無について、実施機関の判断の慎重、 
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合理性を担保してその恣意を抑制するとともに、処分の理由を開示請求者に知らせる 

ことによって、その不服申立てに便宜を与えるためのものであると解される。 

そしてまた、開示しない部分にいかなる情報が記載されているかについては、不開 

示情報の性質を具体的に記載することが困難であり、抽象的な表現にならざるを得な 

い場合もあるが、原則として、開示請求者が不開示情報の性質を了知し得るようでき 

るだけ具体的に記載しなければならない。 

当審査会が、本件決定に係る通知書を見分したところ、本件決定は部分開示決定で 

あるにもかかわらず、いかなる情報を不開示としたのか自体を記載していないことが 

認められた。 

そうすると、本件決定は、条例第１２条第３項が求める不開示部分の記載を欠き、 

違法である。 

したがって、議長は、本件決定を取り消し、改めて開示決定等をすべきである。 

 ２ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は、その他種々主張しているが、当審査会の判断に影響を与えるもので 

はない。 

３ 結論 

よって、実施機関は、上記１のとおり、本件決定を取り消し、改めて開示決定等を 

すべきである。 

 

第６ 審査会の処理経過 

   当審査会の処理経過は、次のとおりである。 

 

  年  月  日 処  理  内  容 

平成３０年 ５月１５日 諮問書の受理 

平成３０年 ６月 ８日 審査請求人の反論書の写しの受理 

平成３１年 ４月２６日 審議 

令和 元年 ６月２８日 審議 
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